





































































































ーとストックから現状を示している。フローを見ると、直近の 2006 年から 2008 年は不況
やリーマンショック等に起因し売上高・利益ともに低下傾向にある。ストックの状況をみ
ると自己資本比率をはじめ特段懸念ある水準ではなく、安定性は高い。
こうした中で、2012 年 12 月現在で認定放送持株会社制度へ移行済の企業はフジ・メデ
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フジテレビは 2008 年 10 月に認定放送持株会社3である FMH を新設分割し設立した。
                                                   
1 日本における「テレビジョン」は、電波法施行規則 2 条 1 項 22 号において「電波を利用して、
静止し、又は移動する事物の瞬間的影像を送り、又は受けるための通信設備」と定義されてい















3 2008 年 4 月１日付の放送法改正により認められた制度。放送法第 159 条において認定の条件









 放送、なかでもテレビは、1953 年 2 月に NHK が、同年 8 月に民間として初めて日






















                                                   
4 日本テレビ放送網、TBS テレビ、フジテレビジョン、テレビ朝日、テレビ東京の 5 局 
5 日本民間放送連盟（以下民放連）「放送基準」条文冒頭。 
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 本稿は、先行研究を踏まえたケーススタディとし、最終的に仮説を構築し提示する。  


























                                                   











































13によれば、2009 年度の流通情報量は 7.61×1021 ビット（一日あたり DVD 約
2.9 億枚相当）、消費情報量14は 2.87×1017 ビット（一日あたり DVD 約 1.1 万
枚相当）だった。流通情報量は 2001 年度から 2006 年度は、6 年間で合計 DVD
約 44 百万枚分の増加だったが、2007 年度は前年より約 37 百万枚、2008 年度
には同約 45 百万枚、2009 年度には同 18 百万枚相当が増加した。 
                                                   
9 金山俊介（みずほコーポレート銀行産業調査部調査役）「デジタル＆ブロードキャスティング
戦略特別セミナー」（2011 年 12 月 9 日開催）新社会システム総合研究所  
10 「同じメディアに種類の異なる複数の情報を取り込み、一元的に扱うこと」（金山（2011））。
具体的には、デジタル化された文字、音、画像、映像を一元的に扱える状況のこと。  
11 「流通情報量」とは「各メディアを用いて、情報受信点まで情報を届けること  （受信され
ることによって、流通が完了）」。算式は、受信された情報量 × 単位情報量（ヒ ッ゙ト）。 
12 「消費情報量」とは「情報消費者が、受信した情報の内容を意識レベルで認知すること」。





算式は、消費情報量 = 利用時間 × 単位認知情報量（ビット）。 
 12 




しかし流通情報量の 98.5%、消費情報量の 73.3%は、依然放送15が占めている。 
図 2 流通量情報量の内訳 
 
出所：総務省 a（2012）より筆者作成 
図 3 消費情報量の内訳 
 
出所：総務省 a（2012）より筆者作成 
























                                                   
16 インターネットの消費情報量は、インターネット利用人口×平均利用時間×消費単位情報量。 
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DVD が 1996 年に、ブルーレイが 2006 年秋から発売されている。DVD
の容量が 4.7GB に対し、ブルーレイは 25GB と５倍以上の容量をもち、
ハイビジョンなど高画質・大容量のソフトに対応している。  
                                                   
17 総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフト研究会報告書~ネットワーク流通が進展し 変
貌するメディア・ソフト市場~」（2010） 
18 計画では 2011 年７月に地上デジタル放送へ完全移行の予定だったが、2011 年３月 11 日の東




 DVD を媒体とするソニープレイステーション 2 が 2000 年に、ブル























                                                   
19 プレイステーション 3 発売時に同時に「プレイステーションネットワーク」のサービスも
開始され、インターネットを介してゲームや動画等を扱うことが出来るようになった。  
20 総務省「電気通信サービス FAQ 」（2012 年 12 月 15 日確認） 
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_faq/faq01.html  





















                                                   
22 総務省「情報通信産業・サービスの動向・ 国際比較に関する調査研究」（2012）（以下総務
省 f（2012）） 
23 小西聡「知っておきたいキーワード LTE」『映像情報メディア学会誌』（2010） Vol. 64, No. 8, 
pp. 1219~1223 によれば、Long Term Evolution の略。LTE では最も高度な仕様では理論上の最








コンテンツを利用している世帯は、2010 年度で 410 万世帯あると推計してい
る。今後は、インターネット接続に対応したテレビ端末の増加やスマートテ







図 7 インターネットテレビ及びスマートテレビの利用世帯数予測 
 
出所：野村総合研究所（2011）より筆者作成 














 1996 年の CS のデジタル化26、2000 年の BS のデジタル化27により、衛
星放送がデジタル化された。 
② 地上波テレビ放送のデジタル化 
 2003 年には地上波のデジタル放送28が 3 大都市圏で開始され、2006 年に全
都道府県で開始された。2011 年 7 月 24 日を以って、東日本大震災による被災
3 県（岩手県、宮城県、福島県）を除く全ての都道府県で、完全に移行した29。 
総務省（2011）30によれば、地上デジタル放送の視聴に必要な受信環境の整
備率は同年 6 月時点で 99.4%であり31、全国の何れの場所でも、対応受像機32を
持っていればデジタル放送を見ることが出来る環境が整えられている。受像
機の普及状況は内閣府消費動向調査（2012）33によれば、2012 年 3 月末時点の
主要耐久消費財の「薄型テレビ（液晶・プラズマ等）」の世帯普及率を見ると
95.2%となっている。薄型テレビが全て地上デジタル放送対応可能であるとは












とともに、走査線の数が 1080 本/1125 本（従来のアナログテレビ（SDTV）は 525 本）、また、
CD なみの高音質で提供される。  
29 なお被災 3 県も 2012 年 3 月 31 日に移行した。 
30 総務省「地上デジタル放送への完全移行に向けた取組状況」について（2011） 
31 残り 0.6%も７月の完全移行までに整備予定とされている。  
32 地上デジタル放送が受信出来る受像機は、あわせて BS デジタル放送、東経 110 度 CS 放送
も受信できるチューナーを備えているものが多い。 











は 10 年で約 26%増加し、2011 年 3 月末時点では 86%に至っている。同様に個人
普及率を見ると約 23%増加し、同末では 79%となっている。 
図 8 インターネット普及率推移（世帯36・個人37） 
 
出所：総務省情報通信データベースより筆者作成38 
                                                   




35 総務省情報通信統計データベース「通信・インターネット」（2012 年 12 月 14 日確認）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/tsuushin01.html（以下総務省 DB。同サイト引
用時は記載省略する）。 



















図 9 ブロードバンド契約状況 
 
出所：総務省 HP より筆者作成 
 
                                                   


















総務省（2012）によれば、2010 年の日本の市場の規模は約 11 兆 2,931 億円である。
内訳を見ると、映像系が約 50%、テキスト系が約 40%、音声系が約 10%である。地
上波テレビ放送の規模は２兆 8,402 億円であり、全体の約 25%強（映像系の中では約
70%）を占め、圧倒的な規模を誇っている42。 
 







放送全体に占める割合は 25%と略一定の水準で推移している。  
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市場規模は大凡 11 兆円前後である。総務省 b（2005〜2010）から入手出来る
2000 年度から 2010 年度にかけてのコンテンツ市場全体の推移を見ると、図の
ように 2003 年以降増加基調だったが 2008 年でピークを迎え、2009 年にやや落
ち込んだが 2010 年は微増となった。 
 







一次流通は 8.7〜9.6 兆円（全体の約 80%）、マルチユースは 1.6〜2.5 兆円
（同 20%）で推移している。いずれも全体の動きに略比例している。 
図 13 流通段階別で見た市場規模推移 
【単位：兆円】 
 

































入手出来るデータの初年度である 2000 年は市場規模 10.9 兆円のうち、新
聞・コミック・雑誌等のテキスト系が 5.3 兆円（同 48.6%）を占めたが 2010
年は 4.9 兆円（同 43.8%）と減少基調である。代わりに台頭しているのが映
像系であり、2000 年には 4.6 兆円（同 42.2%）だったのに対し 2010 年には
5.5 兆円（同 49.1%）と急伸を見せた。これはインターネット映像配信の普
及等によるものと推察される。 






























































































 日本には地上波テレビ局が 128 局ある。その内訳は民放キー局の系列民放
114 局、在京キー局の系列に属さない独立系 UHF 局 13 局、NHK1 局である47。 
表 3 地上波民放テレビ局一覧 
 
出所：各局資料より筆者作成 
                                                   







日本テレビ系列 TBS系列 フジテレビ系列 テレビ朝日系列 テレビ東京系列 独立系
局数 30 28 28 26 6 －
親密新聞社 読売新聞 毎日新聞 産経新聞 朝日新聞 日本経済新聞 －
北海道 札幌テレビ 北海道放送 北海道文化放送 北海道テレビ テレビ北海道 －
青森 青森放送 青森テレビ － 青森朝日放送 － －
岩手 テレビ岩手 岩手放送 めんこいテレビ 岩手朝日放送 － －
秋田 秋田放送 － 秋田テレビ 秋田朝日放送 － －
宮城 宮城テレビ 東北放送 仙台放送 東日本放送 － －
山形 山形放送 テレビユー山形 さくらんぼテレビ 山形テレビ － －








山梨 山梨放送 テレビ山梨 － － － －
新潟 テレビ新潟 新潟放送 新潟総合テレビ 新潟テレビ － －
富山 北日本放送 チューリップTV 富山テレビ － － －
石川 テレビ金沢 北陸放送 石川テレビ 北陸朝日放送 － －
福井 ☆福井放送 － 福井テレビ ☆福井放送 － －
長野 テレビ信州 信越放送 長野放送 長野朝日放送 － －










岡山 山陽放送 岡山放送 テレビせとうち －
香川 西日本放送 瀬戸内海放送 －
徳島 四国放送 － － － － －
愛媛 南海放送 伊予テレビ テレビ愛媛 愛媛朝日テレビ － －
高知 高知放送 テレビ高知 さんさんテレビ － － －
島根 山陰中央テレビ － － －
鳥取 日本海テレビ 山陰放送 － － －
広島 広島テレビ 中国放送 テレビ新広島 広島ホームテレビ － －
山口 山口放送 テレビ山口 － 山口朝日放送 － －
福岡 福岡放送 RKB毎日放送 テレビ西日本 九州朝日放送 TXN九州 －
佐賀 － － サガテレビ － － －
長崎 長崎国際テレビ 長崎放送 テレビ長崎 長崎文化放送 － －
熊本 熊本県民テレビ 熊本放送 テレビ熊本 熊本朝日放送 － －
大分 ☆テレビ大分 大分放送 ☆テレビ大分 大分朝日放送 － －
宮崎 ☆テレビ宮崎 宮崎放送 ☆テレビ宮崎 ☆テレビ宮崎 － －
鹿児島 鹿児島讀賣テレビ 南日本放送 鹿児島テレビ 鹿児島放送 － －




















表 4 キー局・系列局間の主要協定 
 
出所：総務省（2006）より筆者作成 








































                                                   
52 民放連（1997）によれば、日本で最初の協定は、1958 年６月にラジオ東京、中部日本放送、
















 放送局数の推移53を見ると、1953 年 2 月 1 日に NHK 東京テレビジョン放送
が、同年 8 月に初の民間放送として日本テレビ54がそれぞれ本放送を開始した。
その後、1950 年代後半および 1960 年代後半にかけて政策的な観点から免許を
大量に交付したことにより開局が進んだ後、1980 年代の１県 4 局政策等を経て、
1997 年のとちぎテレビ開局を最後に、現在に至る。 
                                                   
53 公正取引委員会競争政策研究センター「メディア・コンテンツ産業での競争の実態調査」
（2007） 
54 NHK の放送開始時のテレビ受像機は 866 台しか無かったと言われる。キャラメル 1 箱が 10
円、タバコのピース（10 本入り）が 40 円、サラリーマンの初任給が１万円に達するかどうか
という当時、25 万円もするテレビ受像機は庶民にとっては高嶺の花だった。その後、1953 年 1
月にアメリカ RCA 社と特許契約を結んだ早川電機工業（現シャープ）が初の国産テレビ受像
機の量産を開始した。以降、1955 年 3 月の５万台から 56 年 6 月に 20 万台、57 年 6 月に 50 万


















化により急増し 1995 年度末は 48 チャンネルだったが、2010 年度末は 468 チャンネ



















に伸び、全都道府県で地上デジタル放送が開始された 2006 年の普及率は 34.4%、2011 年
には 41%まで順調に推移した。 
 
                                                   
55 総務省情報流通行政局情報通信政策振興課「放送コンテンツの製作取引の適正化に関する制
度等について」（2012）（以下総務省 c） 
56 総務省情報流通行政局衛星・地域放送課「衛星放送の状況 平成 24 年第１四半期版」（2012）
（以下総務省 d）によれば、2012 年３月末時点の衛星放送受信普及数は 2,498 万世帯。総務省
統計局・政策統括官（統計基準担当）・統計研修所 HP（2012 年 12 月 15 日確認）。
http://www.stat.go.jp/data/nihon/02.htm）によれば、日本の 2011 年の総世帯数は、5,148 万世
帯。よって、総世帯に占める衛星放送受信可能世帯割合は約 48%となっている。 
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 衛星事業者は、総務省 c（2012）によれば 125 社ある。同時業者の損益状況は、下













口は、1990 年代には約  1900 万人いたが少子高齢化が進んだ  2010 年には
1990 年比で約 3 割弱減の 1,300 万人に落ち込み、今後さらに減少が続く見込み
である。他方、65 歳以上の人口は 2015 年には 1990 年の 2.3 倍程度となり、
更なる増加が見込まれている。 












                                                   
57 総務省情報流通行政局放送政策課「放送政策に関する調査研究会」第１回会合（2012 年 11
月 21 日）配布資料「放送の現状」（以下総務省 f（2012）） 
 33 






















                                                   












表 6 テレビの行為者率と時間量（平日・国民全体・男女年層別）  
 
出所：NHK（2011）より筆者作成 
割合 平均利用時間 割合  順位
テレビ 89 3:28 90 ①
新聞 41 0:19 44 ②
インターネット 20 0:23 13 ⑤
雑誌・漫画・本 18 0:13 18 ③
ラジオ 13 0:20 15 ④
ビデオ・HDD・DVD 11 0:13 8 ⑦
CD・テープ 8 0:07 9 ⑥
テレビ 88 3:44 91 ①
新聞 43 0:21 47 ②
インターネット 21 0:29 14 ④
雑誌・漫画・本 18 0:14 19 ③
ビデオ・HDD・DVD 15 0:20 10 ⑦
ラジオ 11 0:19 13 ⑤
CD・テープ 7 0:08 11 ⑥
テレビ 89 4:09 90 ①
新聞 39 0:19 43 ②
インターネット 21 0:31 15 ④
雑誌・漫画・本 18 0:15 21 ③
ビデオ・HDD・DVD 15 0:20 11 ⑥
ラジオ 9 0:15 12 ⑤
















ンタイム」（以下 G）19 時〜22 時、②「プライムタイム（以下 P）19 時
〜23 時、③「全日」6 時〜24 時の 3 区分を用いる。 
関東地方の視聴率は、一都六県と伊東市・熱海市を調査エリアとし、エ
リア内の 600 世帯を対象に計測している64。 
 












63 Households Using Television の略。総世帯視聴率。調査対象となる世帯全体で、どのくらい
の世帯がテレビ放送を放送と同時に視聴していたのかという割合。  
64 サンプル世帯は永久的に調査対象となるわけではなく、2 年間で全ての世帯が入れ替わるよ
うに、毎月 25 世帯（600 世帯÷24 ヶ月）ずつ入れ替わる。人口構成を反映しているので、現
状のサンプル構成は本文中のように F3・M3 といった高齢層を多く含有している。  
 36 
２） 視聴率の計測の歴史 
視聴率の計測は、引田（2004）65によれば NHK が開局した１年後の 1954
年 7 月から８月にかけて行った調査が最初のものと言えるようだ。これは、











1977 年９月 26 日である。なお、本紙は出所の如何に拘らず VR の調査数
値を使用する。 
３） 視聴率の推移 
ゴールデン・プライムおよび HUT について、VR が視聴率の計測を始
めた 1962 年より推移を図示する。 
総じて言えることは、特に 2000 年以降、低落基調がみられることであ
る。最もテレビ視聴者が多い時間と見込まれるゴールデンタイムに顕著で
あるように、トップの視聴率が 1980 年では 18.2%（TBS）だったが、2010
年には 13%（フジテレビ）まで落ち込んでいる。その中で、1980 年以降、
そのトップが日本テレビとフジテレビで約 10 年毎に入れ替わっている。 
直近の 2012 年のトップは、ゴールデンは 2011 年に続き日本テレビ
（12.5%）が、プライムは開局以来初となるテレビ朝日（12.2%）がそれ
ぞれ獲得した（フジテレビは、G11.5%、P11.6％でいずれも３位）66。 
                                                   
65 引田惣弥「全記録テレビ視聴率 50 年戦争 そのとき一億人が感動した」（2004）講談社 




毎に約 2%ずつ落ちていることがわかる。1980 年のトップは TBS で 18.2%をピークに、
以後、1990 年はフジで 16.0%、2000 年は日テレで 16.6%と持ち堪えたが、2010 年はフジ
で 13.0%と推移し、30 年で 5％下落した。この傾向は「視聴者のテレビ離れ」の一端を表
していると言えよう。 
図 22 ゴールデンタイムの視聴率の推移 
【単位：%】 
 
出所：フジテレビ 50 年史より筆者作成 
図 23 プライムタイムの視聴率の推移 
【単位：%】 
 
出所：フジテレビ 50 年史より筆者作成 
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 下表は総世帯視聴率の推移である。VR67によれば、2012 年 10 月現在、関東地方におけ
る世帯視聴率 1%は約 18 万世帯を示しているという。毎年 10 月頃に人口構成や調査対象
モデルに応じて更新されるものであるが、1963 年にゴールデンタイムの HUT が 75.4 だ




図 24 総世帯視聴率（HUT）の推移 
【単位：%】 
 
出所：フジテレビ 50 年史より筆者作成 
 




                                                   







（１） 名目 GDP・総広告費・テレビ広告費の推移 






図 25 GDP・広告費総額・テレビ広告費の推移 
【単位：%】 
 





























71によれば、広告枠の形態には 2 種類ある。 












2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011


























（２） 戦後の GHQ の施策と法制度の整備 
① GHQ の施策 










                                                   
72 日本テレビ放送網「テレビ夢 50 年 経営編」（2002）日本テレビ放送網 
73 東京放送「TBS50 年史」（2002）東京放送 
74 アメリカで世界最初の商業放送局が誕生してから５年後のことである。  




















                                                   






部門の 2 部門とすること。 
























 1945 年９月に関西財閥一つ寺田合名の寺田勘吉を中心に元 NHK 職員
の岩崎愛二らが参画して「新放送会社創立事務所」が企画された。また、
別に大阪毎日新聞の本田親男編集局長、高橋信三編集総務等も関心を抱き、
同年 12 月に「新日本放送株式会社」を出願した。 
３） 東京 
この時期に東京では３グループの動きがあった。 






















年９月の 11 社から、49 年９月には 29 社、50 年 9 月には 72 社（うち関東
は 28 社）に達した。電波管理委員会は 50 年 10 月に放送局開設の根本的
基準78について聴聞会を開き、そのうち 42 社を審査対象とした。 
日刊合同通信（2012）79等によれば、関東地方で最初に認可申請を行っ












国放送）、静岡に静岡放送等全国 14 地区 16 社（東京と大阪は 2 局）に対
し、日米講和条約成立後の 1951 年 4 月に予備免許が交付された。本放送
は、スタジオや本社社屋、送信所の建設が早かった CBC が同年９月１日
午前 6 時 30 分に民放初で放送開始、同 12 時より MBS が続いた。 















後、1948 年には東京と福岡でも企図した。東京では 1949 年に「ラジオ日本」
を設立した。朝日新聞は民間放送に慎重だったようだ。しかし、放送法案が具
体化すると 1948 年 10 月に朝日放送設立準備委員会を発足させ、本項（２）①
２）でも記載の通り国民放送協会の協力を得て、1949 年 12 月に東京と大阪で
























ニッポン放送は、在京ラジオ局としては３局目として、1952 年 12 月に設立
された。有価証券報告書80およびフジ（2009）によれば、1953 年 2 月に発起人
代表に元通商産業大臣の稲垣平太郎（後に当社会長）、経団連副会長の植村甲
午郎（後に社長）、鹿内信隆（後に当社専務）の三氏を選任。その後開局へ向




こうしてラジオ局の開局が続く中、1952 年７月 31 日に電波管理委員会が
日テレに対し、日本初のテレビ予備免許を交付した。日テレは 1953 年１月１
日の本放送開始を目指し準備を進めたが、輸入放送機器の納入遅延等により、
1953 年８月 28 日に開局した。その間に民間ではないが NHK に同免許が交付
され、NHK は 1953 年 2 月１日に本放送を開始した。1955 年４月１日にはラ
ジオ東京テレビ（現 TBS テレビ）、1959 年 2 月１日に日本教育テレビ（現テ
レビ朝日）、同年３月１日にフジテレビが開局した。 
（２） 技術的な推移 
 日本におけるテレビ放送は、既述の通り 1953 年 2 月 1 日に NHK 東京テレ
ビジョン放送が、同年 8 月に初の民間放送として日本テレビがそれぞれ本放
送を開始した。 
 1960 年 9 月には米国､キューバに次いで世界で 3 番目にカラーテレビ放送
が開始された。1963 年 11 月には日本・アメリカ間で通信衛星による白黒テ
レビの電送実験が行われた。その後、技術革新に伴って、1983 年 12 月には
音声多重放送、1985 年 11 月には文字多重放送が開始された。 
 1986 年 12 月からは、放送衛星（BS）からの電波を各家庭で直接、個別に
受信する衛星放送がスタートした。1994 年 4 月からは、通信用として打ち上
げられた通信衛星（CS）を利用したテレビ放送も開始された。現在は、地上
                                                   
80 有報リーダー：http://www.uforeader.com/v1/se/E04378_0050AU8D_4_2.html#（2012 年 10
月 19 日確認） 
81 開局 4 ヶ月前の 1954 年３月 15 日にテレビ開局についての基本調査を開始、開局翌月の 8 月




た。まず衛星放送がデジタル化された後、2003 年 12 月 1 日からは地上放送
のデジタル化が開始された。その後既述の通り、2011 年 7 月 24 日を以って、
東日本大震災による被災 3 県（岩手県、宮城県、福島県）を除く全ての都道
府県のテレビ放送が、デジタル放送に切り替えられた。なお被災３県も 2012
年３月 31 日に移行した。 









ャンネル数確保のため在日米軍との返還交渉を経て、1956 年 12 月に基本方
針の一部修正と割当計画を電波管理審議会へ諮問、1957 年５月 21 日に基本

















































































































































































                                                   
83 日刊合同通信（2012 年 12 月 4 日）によれば、地上波テレビ局の固定費のうち人件費は最大
の比重を占め、局によっては費用の過半を占めている模様。人員構成を見ると、各社とも 4〜











利益はピークの 2001 年３月期は 128 社合計で約 3,000 億円強だったが、
2008 年３月期は約 430 億円にまで減少している。赤字局の割合も増え、一
時は 35%以上となった。2005 年以降増えたのは、景気後退に伴う広告収入
の落ち込みに加え、2011 年 7 月に始まる地上デジタル放送への移行のため
の設備投資によるものと思料される。 






設備別でみると、親局設備関連が約 929 億円、中継局設備関連が約 2,610 
億円、送出設備関連が 2,278 億円、制作系設備関連が 2,266 億円。事業者
別でみると三大広域圏（関東・中京・近畿）の 15 社が約 3,000 億円、そ





                                                   
84 日本民間放送連盟会長定例会見（日枝久フジテレビジョン会長）定例会見（2003 年 9 月 18
日）http://www.nikkeibp.co.jp/archives/267/267459.html 







方紙）、放送局（キー局、ローカル局）、地元企業等である。2008 年 3 月期
の簿価純資産ベースで株主構成を見ると、全国紙 10%、金融機関 8%、地
元企業 8%、キー局 5%である他、少数株主が 55%を占める。キー局を除く










変化を見ると、出資比率の引き上げが約 510 件、引き下げが約 70 件である
87。引き上げを行っている件数が多い順番は地元企業、全国紙、キー局、
引き下げの順番は地元企業、キー局、個人である。  
 なお、図の通り 2004 年度および 2005 年度の異動件数が多い理由は、2004
年度に発覚した全国紙等による第三者名義での実質的な株式保有がマスメ
ディア排除原則に抵触した状況88の解消があったためと思料される。 
                                                   
86 みずほ（2009）調べ。2008 年 3 月期の開示情報がない静岡放送と瀬戸内海放送を除く地上波
















ロパー40%、キー局 19%、全国紙 18%、地元企業 18%である。設立の古い
会社はプロパー出身者が多い。キー局および全国紙出身の合計（37%）とプ
ロパー（40％）は、略同じ。同時期の取締役89の出身母体を見ると、プロパ
ー42%、地元企業 20%、全国紙 12%、キー局 8%である。 
                                                                                                                                                          
斉再免許時点において、マスメディア集中排除原則に定める出資の上限を超えた出資が行われ
ていた。 































３） 番組調和原則：教養、教育、報道、娯楽の各番組をバランス良く放送する。  
                                                   























直近 5 年間で放送に関する法制度は 2 度改正された。１度目は本稿のポイ
ントである認定放送持株会社制度の導入の認可等を柱とする 2008 年の改正
であり、2 度目は法体系を大幅に見直した 2011 年の改正である。 
① 2008 年の改正のポイント 
主に NHK に関することと、民放に関することに分けられる92。 
 
                                                   
91 総務省 e（2012） 
92 このうち、NHK のガバナンス強化、及び民放のワンセグ放送の独立利用の実現以外は、2008





















図 32 2011 年に実施された通信・放送法体系の見直し 
 
出所：総務省（2011）より筆者作成 
































2008 年 4 月の放送法改正により導入された制度。総務省の認可を受けた
認定放送持株会社の傘下に、基幹放送事業者を子会社化出来る仕組み。2012
年 12 月現在、在京キー局 5 社のうち以下４社が導入済である。 




















                                                   


















②  マスメディア集中排除原則の緩和  
１） マスメディア集中排除原則 
図 19  マスメディア集中排除原則 
 
出所：総務省放送政策課（2012）より筆者作成 








































イ） 地上局は 12 局を上限とする（但し、キー局等の広域局は都道府県
で計算（関東 7、近畿 6、中京 3）。この範囲内であっても、放送対象
地域が重なる複数局を子会社とすることは原則不可。 
ロ） BS 局は地上局と別カウントとし１局までとする。 
ハ） CS 局は地上局と別カウントとし、原則最大 2 トラポンまでとし、
事業者数は問わない。 
③  認定放送持株会社への出資規制 
放送法第 52 条の 35 により、「一の者」による認定放送持株会社の議決権




たことを受け、保有していた TBS 株を同社へ買取請求した。 
④  留意事項（傘下に入る関係会社の親会社株の取扱） 
議決権に関する 25%ルールがある。これは、持株会社が地方局 A の株式





図 33 地上局のみの場合 
 
出所：総務省（2012）より筆者作成 








































































                                                   
96 放送界 2008 陽春号「大幅規制緩和！『認定放送持株会社』—改正放送法の実際—」（2009




























































































                                                   
100社団法人デジタル放送推進協会放送コンテンツ適正流通推進連絡会 HP
（http://www.tv-copyright.jp/index.html）（2012 年 12 月 9 日確認）。 




















② 総務省の実証実験  
◇ 権利処理窓口の一元化：権利者団体毎に分散している権利処理の受付
窓口を一元化することにより二次利用者の権利処理の煩雑化を解消。 




◇ 海外番販に係る権利処理円滑化 WG の設置 ・海外番組販売の主要対
象地域毎の権利処理の障壁、海外番販に必要な権利処理内容等を検討。 
 



















図 35 米国既存映像メディアの構造 
 
出所：みずほ（2011）より筆者作成 
                                                   






















Sate l l i te





























































の 4 メディア別輸出入数値は、以下の通りである。米・英の両国は 4 メディア
の全てにおいて輸出超、輸出額は 4 メディアの全てにおいて米国が最大である。 






















































































































テレビ 映画 雑誌 書籍
輸出 8,577.7 4,951.3 1,197.4 2,279.1
輸入 1,056.3 609.7 147.0 1,842.6
輸出 2,623.1 3,240.0 615.4 2,089.0
輸入 2,052.3 835.4 184.9 1,198.2
輸出 170.2 15.5 6.3 83.6









表 11 金額推移 
 
出所：総務省 b（2010、2011）より筆者作成 
図 37 輸出番組のジャンル（輸出金額ベース） 
 
出所：総務省調査（2011）より筆者作成 




                                                   





お日本の法制度の変遷は、本章第 5 節第 1 項に記載した）。 
日本もアメリカも放送を開始したのは 1925 年頃と略同時期である。日本は社
団法人日本放送協会（東京放送局）、アメリカは NBC（National Broadcasting）
を皮切りに開始した。アメリカの法制度の変遷は 3 段階に分けられる107。 
第 1段階は放送が開始された 1925年から番組制作と流通の仕組みを規制が導
入された 1972 年まで、第 2 段階は両ルールが適用されていた 1995 年まで、第
3 段階は 1995 年から現在までである108。 
（２） 第 1 段階：テレビの創世記 
1934 年通信法により電波を「公共物」と認定し、放送通信事業の監督を行う




1954 年にカラーテレビ放送、1968 年に有料放送が認可された。 






① 1972〜1995 年：フィンシンルール 
正式名称は「Financial interest and Syndication Rules」。番組制作会社
に対し番組の制作の機会や著作権を与えるため、ネットワーク局が番組制









② 1971 年〜1996 年：プライムタイムアクセスルール 
正式名称は「Prime Time Access Rule」。番組制作会社の育成のために、
ネットワークの直営局・加盟局はプライムタイム111４時間のうち 1 時間は
ネットワーク以外の番組を放送することを義務付けた。 








                                                   
110 放映、配給、その他商業的利用に関する金銭的権利、所有権若しくは配当を取得する権利。 
111 プライムタイムは東部標準時及び太平洋標準時の午後 7 時から午後 11 時、中部上旬時及び
山地標準時の午後 6 時から午後 10 時。 
112 他業界の GE による NBC の買収に見られるよう、ネットワークの支配力は弱まった。但し、



















と独立 UHF 局を除く地方局 35 局とし、データは 1999 年および 2000 年の数値
を利用している。分析は制作事業と伝送事業を垂直統合している放送局の経営
について、統合による費用節約の効果、統合経営の経済性に関して行っている。 
                                                   
113 植田康孝（1961〜）早稲田大学大学院国際情報通信研究科博士後期課程終了後、江戸川大
学教授 
114 三友仁志（1956〜）早稲田大学大学院国際情報通信研究科教授  
115 植田康孝・三友仁志「放送業界における統合の効果に関する実証的分析」『情報通信学会年
報 2002 年度』（2002）,pp.13-25。 



























                                                   

















































                                                   























                                                   
122 植田康孝・三友仁志「放送事業における規模の経済性の検証」『情報通信学会誌』
（2004）,pp46-52 
123 1997・98 年は 37 局、1999・2000 年は 38 局。 
124 キー局と独立 UHF 局を除いているのは、自主制作比率が他の放送局と比べて高いため、経
済分析の前提である「使用している技術が全て同じであること」を満たさないことによる、と
している。 











































127 フジ・メディア・ホールディングス（以下 FMH）が 2012 年 3 月及び 6 月に行った系列株
式購入による持分法適用会社化。FMH の 2012 年 3 月期の有価証券報告書および同年６月期の
四半期報告書によれば、同期より秋田テレビ、岩手めんこいテレビ、岡山放送、沖縄テレビ放
送、仙台放送、テレビ新広島、新潟総合テレビ、福島テレビ、北海道文化放送（記載順は有価



























































































に関係の 3 点について考察している。 




135 日本とアメリカにおけるコンテンツ産業の市場規模を GDP 対比で見た時に、日本が圧倒







































内部で制作されていたが、1950 年代後半から 60 年代にかけて放送時間の延長やテレビ局の急

























































とラジオ事業を兼営している 34 局中、データが取得出来た 25 局とし、データ
は 1997〜2001 年の数値を利用している。 















144 植田、田口は米国の事例として CBS がインターネット検索の Google、通信の Verizon、CATV
の Comcast と事業提携した例等を挙げている。また、1980 年以降の規制緩和を受けて進展し
たコングロマリット化についても言及しており、例としてタイム・ワーナ （ー1989 年に雑誌「タ
イム」を発行するタイム社と映画会社の「ワーナー・ブラザーズ」の合併により誕生、1995 年
にニュース専門局 CNN を買収、2000 年に AOL を合併（2009 年 12 月に分離））、バイアコム、
ニューズ・コーポレーション（ダウ・ジョーンズ、20 世紀 FOX、テレビネットワークの FOX、
SNS のマイスペースなど）、ウォルト・ディズニー（ABC、スポーツ専門チャンネル ESPN、
有料チャンネルの HBO など）を挙げている。 
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化）、STV ラジオ（札幌テレビ放送より別法人化）も本分析対象には含まれていない。  
146 番組制作の現場であるテレビとラジオのスタジオは同じ社屋に存在することが兼営局では
一般的であるが、伝送機能としてのテレビ送信所とラジオ送信所は使用する周波数が異なる






































































                                                   
149 木村幹夫「公益事業研究」第 59 巻第３号、情報通信総合研究所、（2008）pp.11-22。 















列ローカルテレビ局の平均的な固定費は 44.4 億円、売上高変動費比率は 21.9%、損益分岐点売
上高は 56.8 億円（固定費/（1−売上高変動費比率））。 
 86 
委託手数料で賄え、約 4 億円減少すると見込んでいる。 
加えて、一部の管理部門の統合と東京・大阪支社の廃止の両方を行えば、現




























153 Berry S.T. and J.Waldfogel (2001) Do Mergers Increase Product Variety Evidence from 






















                                                   
154 筬島（おさしま）専・樋口喜昭・吉見憲二 木戸英晶・関野康治・深澤輝彦「県域放送制度
と今後のローカル局の経営課題について」慶應義塾大学メディア・コミュニケーション研究所



































                                                   
157 福島県について先行的な調査を行った理由は、福島は岩手県に次いで全国で 2 番目に大き
な面積を持つ県であるとともに、歴史的に見ても異なった文化圏を有すること（福島県は、江
戸時代には数多くの小藩に分かれていた。が、明治時代に入ってから、現在、中通りと呼ばれ
るエリアの福島県、浜通りの磐前県、会津の若松県の 3 県にまとめられた。さらに 1876 年に 
1 県に統合された経緯がある）。  




159 群馬県について先行的な調査を行った理由は以下３点。①キー局と NHK 総合放送が関東
広域の放送を行う一方で、群馬県のみを放送対象エリアとする群馬テレビが存在しているとい
う特殊性があること、②群馬テレビと県とのつながりが比較的濃厚であると思われること（群




























                                                   
160 福島県と長野県について、地上放送と CATV との競争環境について好対照をなすとの前提
をおいている。本論文において、当面、地上放送が最も競争を意識すべき対象として CATV 事
業を挙げ、県別にその受信契約者数等の比較を行っている。平成  20 年度末の総務省のデータ
において、福島県は自主放送のある許可施設を有する  CATV 事業の受信契約者数が 6,802 件















は、地上波テレビ局 127 社、データは 1997〜2000 年の数値を利用している。
集計はキー局、準キー局、北海道・福岡局（基幹局）・地方局に分類している。 








                                                   
161 江良亮（2012）「デジタル化移行期における放送局の経営状況について」、総務省情報通信






フローを見ると、直近の 2006 年から 2008 年は不況やリーマンショック等
に起因し売上高・利益ともに低下傾向にある。 
 









からだと思料する。準キー局以下が 2000 年に記録したピークは IT バブルの
取り込みが追い風になったのであろう。 
                                                   
163 2006 年度の全局と準キー局が途切れているのは、関西テレビが番組捏造問題（「あるある
大事典」問題）により、2007 年 4 月に民放連から除名処分を受け、データが開示されていない
ため。基幹局は、北海道と福岡。  
164 電通「日本の広告費」（2005）によれば、2005 年について次の通り概観している。  
総広告費は、2000 年に IT 情報技術ブームを背景に 3 年ぶりに増加した後、減少が続いたが、
2004 年に日本経済の景気回復基調とデジタル家電やインターネット（ブロードバンド）の普
及を背景に 4 年ぶりの増加（前年比 103.0%））なり、2005 年も引き続き前年実績を上回った。




などの大きなイベントの反動減を補う材料に乏しく、前年比  99.4%だった。 
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全局 キー局 準キー局 基幹局 地方局
1999年 18,064 224,405 43,608 13,753 5,867
2000年 19,377 246,330 46,360 14,455 6,089
2001年 18,940 244,637 44,708 13,899 5,845
2002年 18,098 236,276 42,233 13,352 5,502
2003年 18,454 240,301 43,380 13,628 5,608
2004年 19,185 252,214 44,834 14,121 5,744
2005年 19,398 258,567 44,957 13,849 5,712
2006年 18,638 256,560 36,790 13,876 5,663
2007年 19,074 257,185 42,867 13,591 5,607
2008年 16,747 210,139 39,369 13,149 5,401
キー局 準キー局 基幹局 地方局
1999年 24,571 4,026 1,438 482
2000年 33,738 5,643 1,539 589
2001年 27,896 4,356 1,362 447
2002年 20,692 3,462 1,208 428
2003年 18,510 3,257 1,458 549
2004年 18,939 3,999 1,760 618
2005年 18,284 3,561 1,358 499
2006年 17,363 2,402 814 248
2007年 12,254 1,768 442 116
2008年 4,795 302 367 12
 93 









表 18 利益準備金比率推移 
 
出所：江良（2012）より筆者作成 
                                                   
165 江良によれば、法人企業統計（財務省「法人企業統計調査」）におけるこの調査当時（2008
年頃）の全産業の自己資本比率は、平均 33.9％、製造業 42.3％、非製造業 30.4%。 
166 利益剰余金は、利益のうち社内への利益の留保額であり、利益準備金とその他利益剰余金
からなる。利益準備金は、積み立てることが義務付けられている法定準備金でもあり、株主へ
























                                                   
168 キー局であれば、有価証券報告書等で放送事業の概要や売上に占める割合等が確認できる。














2008 年のリーマンショック後、明らかな低下傾向が見られる。2008 年 およ
び 2009 年と前年比減で推移した後、2010 年は 2009 年よりも持ち直したも
のの、2008 年、あるいは 2007 年以前の水準にはまだ至っていない。他方、














                                                   
169 総務省情報通信政策研究所「放送局経営の経営分析に関する調査研究」（2012）（既出の総
務省 g（2012）） 













資本について約 5 分の 1 を占める。営業利益については約 1 割を占める。地
方局は、局数は 9 割弱を占めるが、職員数は 6 割弱、売上高、総資本は 3 割
弱、営業利益については 1.5 割程度となっている。を占めている。地方局（ロ
ーカル局+基幹局）は、局数は 9 割弱を占めるが、職員数は 6 割弱、売上高、
総資本は 約 3 割、営業利益については約 2 割程度となっている。 































                                                   

























                                                   
173 淺田孝幸・頼誠・塘誠「日本企業の純粋持株会社制の特徴と課題」『企業会計』第 61 号
（2009.12）、pp1821〜1828 
174 塘誠「日本の純粋持株会社におけるマネジメントコントロール上の課題」『成城大学経済研



















































































                                                   
176 日本テレビ（日テレ）ホールディングス（HD）、東京放送（TBS）ホールディングス、フジ・
メディア・ホールディングス（FMH）、テレビ朝日、テレビ東京ホールディングス。このうち
2012 年 12 月現在、認定放送持株会社制度を導入しているのはテレビ朝日以外の４社。  











表 19 各グループの売上構成比と営業利益率推移 
 
出所：みずほ（2012）、日本民間放送年鑑より筆者作成 
                                                   
178 日本テレビ「第 2 日テレ」、TBS「TBS オンデマンド」、フジ「フジテレビ on Demand」テ
レビ朝日「テレ朝動画」など各社とも取り組んでいる。内容は「見逃し配信」と呼ばれる、現













テレビジョン」として、テレビ免許を申請 。同年 7 月８日に予備免許の交付を受け




（１） 1957 年 6 月：設立 
 フジテレビ（2009）180によれば、設立時の資本金 600 百万円で、株主は以下
の通りである。他社との相違点として、ニッポン放送・文化放送というラジオ
局が筆頭株主であること、新聞資本が株主に存在しないことが挙げられる。  




                                                   
179 詳細は後述する。合わせて「ライブドア事件」についても触れる。  
180 フジ・メディア・ホールディングス、フジテレビジョン「フジテレビジョン開局 50 年史 
DATABOOK」（2009）（以下フジ（2009）） 
 104 
（２） 1997 年 8 月：上場時 
1997 年 8 月８日に東京証券取引所第 1 部へ上場した。設立から約 40 年間の株
主構成は、筆頭はニッポン放送、第 2 位は文化放送で不変である。 




（３） 2004 年 3 月：公募増資時 
ニッポン放送の所有割合を下げるため、同社所有のフジテレビ株式も売却した。 




（４） 2005 年 3 月：株式分割等 
2005 年 1 月 17 日付で所謂「資本のねじれ」を解消すべく、フジテレビによ
 105 
るニッポン放送に対する株式公開買付（TOB）が表明された181。同時に転換社
債型新株予約権付社債（CB）800 億円を発表した。これは TOB が成功した際に
1,700 億円程度の資金が必要であったこと、および日経（2005）によればフジテ
レビが電波法における外国人持株比率基準への抵触を防止するため 182であった。
かかる過程で、2005 年 2 月に、所謂「ライブドア事件」183が発生しその対策と
して、MSCB を発行した。 
表 23 旧フジテレビ 2005 年 3 月の株式分割時の株主 
 
出所：フジ（2009）より筆者作成 




                                                   
181 フジテレビジョン「公開買付け開始に関するお知らせ」（2005）、ニッポン放送「公開買付














レビがニッポン放送へ TOB を決議し公表。しかし、同年 2 月８日にライブドアがニッポン放
送株を取得、35%の筆頭株主となった。 
 106 





初代および 2 代目は、主要株主出身者であった。3 代目に郵政省出身者が就任後、2 代
続けて筆頭株主のニッポン放送出身者が就任した。その後、1998 年 6 月に社長となった
日枝久（現会長）以降は、フジ出身のプロパーが社長に就任している。  






として、子会社 95 社と関連会社 50 社で構成され、主として放送法に定める基
幹放送事業、放送番組の企画制作、技術・中継事業、通信販売 184・新聞発行等
                                                   





1 水野成夫 文化放送 1957.11～1964.11
2 鹿内信隆 ニッポン放送 1964.11～1974.11
4 浅野賢澄 郵政省 1974.11～1982.4
5 石田達郎 ニッポン放送 1982.4～1985.6
6 羽佐間重彰 ニッポン放送 1985.6～1988.6
7 日枝久 フジテレビ 1988.6～2001.6
8 村上光一 フジテレビ 2001.6～2007.6











発足した。その後、1963 年に北海道の札幌テレビが開局、1968 年以降は UHF
局の開局ラッシュにより全国カバーが完成した。その間の 1966 年 10 月に、FNN




早くから多角化に取り組んでいる。開局から約 10 年後の 1968 年に、フジ
テレビにおいて放送外事業収入が計上され、売上高 17,022 百万円の 1.4%にあ
たる 238 百万円が同事業により創出されている。その後、徐々にその割合は
増え、1987 年はイベント「夢工場」等により放送外事業収入の割合が急増し、
売上高 182,618 百万円のうち約 15%を占めるに至った。その後は売上全体の 7
〜8％で推移した後、2003 年には売上高 358,057 百万円の約 15%を占めるに回
復した。これは映画「踊る大捜査線２」の公開、アニメ「ドラゴンボール Z 
DVD-BOX」の販売等のコンテンツの 2 次利用によるものである。 
② 制作会社の分社化と再統合 
フジ（2009）によれば、1970 年 9 月に制作分離の方針を決定し、フジテレ
ビ社内のドラマ・芸能番組の制作部門を系列の複数のプロダクションに移し
て競争体制の確立を狙った。分離後は、編成局が各社に発注する体制となっ
                                                                                                                                                          
けとなった。 
185福岡地区のネット局は、1964 年に開局したテレビ西日本へ変更。  
186広島地区のネット局は、1975 年 10 月１日に開局したテレビ新広島へ変更。  
 108 







ジ映像が誕生し、これにフジプロを加えた 3 プロダクション体制となった。 












1966 年 1 月にフジランド（社員食堂等運営会社）、1968 年 1 月にはフジ音
楽出版（現フジ・パシフィック音楽出版）、フジエンタープライズ、1970 年 1
                                                   





を行った。フジでは、この改革語後の社内体制を「（昭和）55 年体制」と呼称している。  
これにより、フジ（2009）187によれば「以前は、フジ系列の制作会社同士なのに対抗意識があ
って仲が悪かった。それが（制作が本社に戻ったことにより）ひとつにまとまって、意識が対
他局に向く」ようになったのである。以降、1981 年 10 月から「楽しくなければテレビじゃな
い」をコピーに掲げ、同年 11 月に月間視聴率三冠王を奪取、以後 1982 年から連続 12 年間の
視聴率三冠王、営業売上は 30 年間連続業界トップを維持するに至る。  
 109 
月にフジポニー（現ポニーキャニオン。ビデオ制作業）、同年 10 月から通販
に進出している。その後、2005 年 1 月の旧フジによるニッポン放送買収を機
に、グループ内企業の株式移転・統合とグループ外企業の買収が行われた。 





















































 なお、2008 年 10 月に認定放送持株会社制度を導入した後、著変が見られた
事象は売上と利益の構造である。放送事業の総売上に占める割合が低下（2008
年度は 65.7%だったが、2011 年度は 59.6%）するに連れ、利益に占める割合も
減少（2008 年度は 94.3%だったが、2011 年度は 82.3%）している。これは、既
述の通り利益率は低いものの、セシールやサンケイビル等買収した企業による
売上・利益の貢献が一部認められる事象と認識出来る。 






















































年度は 2009 年度比 1,346 億円増加している。これは 2010 年 4 月に導入した
CMS192により参加会社の資金が FMHへ吸い上げられているためと推測される。 
                                                   






192 当社開示資料「キャッシュ・マネジメント・システム（CMS）の導入について」（2010 年 1
月 20 日）。現預金+投資有価証券が 900 億円増加している。 
2006年度 構成 2007年度 構成 2008年度 構成 2009年度 構成 2010年度 構成 2011年度 構成
放送事業 402,789 69.1% 406,125 70.6% 370,367 65.7% 348,076 59.6% 347,456 58.9% 355,215 59.6%
内放送収入 377,875 64.9% 382,971 66.5% 347,876 61.8% 327,359 56.1% 328,624 55.7% 322,215 54.0%
ネット 134,830 23.1% 136,362 23.7% 134,496 23.9% 117,598 20.1% 111,939 19.0% 112,553 18.9%
ローカル 22,836 3.9% 22,002 3.8% 20,315 3.6% 17,121 2.9% 15,500 2.6% 15,986 2.7%
スポット 136,062 23.4% 130,769 22.7% 113,962 20.2% 109,686 18.8% 119,730 20.3% 119,564 20.0%
その他 30,875 5.3% 31,175 5.4% 31,424 5.6% 32,352 5.5% 31,680 5.4% 32,395 5.4%
内その他 53,271 9.1% 62,662 10.9% 47,678 8.5% 50,601 8.7% 49,774 8.4% 48,512 8.1%
内BS 9,587
内ラジオ 24,947 4.3% 23,189 4.0% 22,518 4.0% 20,834 3.6% 19,209 3.3% 18,837 3.2%
消去 -33 0.0% -35 0.0% -27 0.0% -117 0.0% 18 0.0% 2,222 0.4%
制作事業 52,494 9.0% 49,758 8.6% 48,359 8.6% 43,939 7.5% 44,634 7.6% 44,611 7.5%
映像音楽事業 74,330 12.8% 68,899 12.0% 68,508 12.2% 62,375 10.7% 66,932 11.4% 59,547 10.0%
生活情報事業 67,321 11.6% 63,254 11.0% 81,827 14.5% 119,855 20.5% 127,411 21.6% 134,744 22.6%
広告事業 0.0% 27,917 4.9% 34,007 6.0% 46,149 7.9% 42,161 7.1% 39,562 6.6%
その他事業 59,116 10.1% 36,129 6.3% 33,118 5.9% 29,490 5.1% 27,333 4.6% 27,160 4.6%
消去又は全社 -73,392 -12.6% -76,601 -13.3% -72,867 -12.9% -66,043 -11.3% -66,257 -11.2% -67,197 -11.3%
582,660 100.0% 575,483 100.0% 563,321 100.0% 583,843 100.0% 589,672 100.0% 596,345 100.0%
2006年度 構成 2007年度 構成 2008年度 構成 2009年度 構成 2010年度 構成 2011年度 構成
放送事業 36,205 85.5% 22,765 93.4% 18,700 94.3% 9,992 107.7% 22,145 84.0% 27,166 82.3%
利益率 9.0% 5.6% 5.0% 2.9% 6.4% 7.6%
制作事業 3,702 8.7% 2,258 9.3% 1,826 9.2% 1,517 16.3% 1,826 6.9% 2,259 6.8%
利益率 7.1% 4.5% 3.8% 3.5% 4.1% 5.1%
映像音楽事業 3,561 8.4% 1,375 5.6% 2,250 11.3% 427 4.6% 2,768 10.5% 2,583 7.8%
利益率 4.8% 2.0% 3.3% 0.7% 4.1% 4.3%
生活情報事業 -1,664 -3.9% -2,455 -10.1% 90 0.5% -139 -1.5% 472 1.8% 1,440 4.4%
利益率 -2.5% -3.9% 0.1% -0.1% 0.4% 1.1%
広告事業 0.0% 383 1.6% -58 -0.3% -291 -3.1% -80 -0.3% 135 0.4%
利益率 #DIV/0! 1.4% -0.2% -0.6% -0.2% 0.3%
その他事業 729 1.7% -23 -0.1% -669 -3.4% -29 -0.3% 685 2.6% 769 2.3%
利益率 1.2% 0.0% -1.4% -0.1% 1.5% 2.8%
消去又は全社 -208 -0.5% 68 0.3% -2,310 -11.6% -2,198 -23.7% -1,466 -5.6% -1,328 -4.0%
利益率 0.3% 0.1% -2.8% -1.8% -1.2%
















表 28 旧フジ・FMH 単体・連結純資産推移 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
                                                   






FMH単体 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
純資産額 411,982 406,078 429,447
総資産額 519,216 603,411 653,875
現預金+有価証券 61,596 159,812 152,422
*注：FMH設立は2008年10月。
連結 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
純資産額 469,586 456,077 453,395 464,187 461,631 534,525








1952 年７月 31 日に日本初の民間テレビ放送免許を獲得後、1952 年 10 月 28 日に当






（１） 1952 年 10 月：設立時 
資本金は 250 百万円であり、当時の主要株主は朝日新聞、毎日新聞、読売新
聞、そして、三菱電機、三菱重工業等の三菱系企業、三菱商事、三井物産、住
                                                   
























1959 年９月に東京証券取引所に上場した。1974 年 5 月に読売新聞（現在の
筆頭株主でもある読売新聞グループ本社）が当社株式を朝日・毎日両新聞から










 当社有価証券報告書（2012）によれば、当グループは日テレと子会社 33 社及び関
連会社 21 社から構成され、テレビ番組の企画制作、広告枠の販売他関連事業、オフィ
ス・商業テナント及び土地の賃貸等を実施。事業セグメントは①コンテンツビジネス
事業（46 社）、②不動産賃貸（５社）、③その他（５社）の 3 事業に分類している。 
                                                   
198 開局総費用を 20 億円と見込み、資本金・借入の半々で調達を検討したところ、戦後間もな
い困窮した状況で資金確保は相当苦労したようである。資本金は１口 10 百万円で、当時の池
田勇人大蔵大臣や一万田尚登日銀総裁を動かし財界からの調達を試みたがうまくいかず、朝
日・毎日・読賣の各新聞社から各 10 百万円を集めた後に改めて財界を廻り、最終的に 10 百万





その後 1955 年に開局したラジオ東京テレビ（現 TBS）との熾烈なネットワーク
形成競争に晒された199。これは、ラジオ東京はラジオのネットワークを有して
いたのでテレビにもそのネットワークを使うことが出来たが、日テレはその名
（日本テレビ放送「網」）の通り自社で NHK のように 1 社で全国をカバーする
方針だったことから、ネットワーク形成で出遅れていたためである200。1958 年
に開局した 13 局中 11 局、1959 年に開局した 21 局中 13 局と、それぞれネット
ワークを結んだ。1966 年に日本テレビと地方局 18 社が加盟するニュース協定













                                                   
199 郵政省が地方局の免許を認可するに際し、地域の経済力を考慮していた。ゆえに、地域に






ように 1 社で全国をカバーしようとしていたので、ネットワーク形成で出遅れていた。  
201 1966 年 10 月にはフジテレビ系列の FNN（Fuji News Network）、1970 年 1 月には NET（現
テレビ朝日）系列の ANN（All Nippon News Network）が形成された。 
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（６） 日本テレビホールディングス 





する子会社の株式を日テレ HD に移転し、同 HD の子会社にすることとした。 
日本テレビ他（2012）202は、移行の目的として以下 4 点を挙げている。 












グループ・ホールディングス他 25 社が記載されている。 
                                                   
202 日本テレビ放送網株式会社、株式会社 BS 日本及び株式会社シーエス日本の認定放送持株
会社体制への移行(会社分割、簡易株式交換及び商号変更)による経営統合に関する基本合意書
の締結並びに日本テレビ放送網株式会社の子会社(分割準備会社)の設立についてのお知らせ
（2012 年３月 29 日）。その中で目的について、次の通り記載している。「日本テレビ、BS 日本
及びシーエス日本の 3 社は、これまで放送・番組制作・番組供給等の面で連携しつつも、各々
が独立した経営によってその成果を挙げてきました。しかし、今後はテレビ広告市場に  大き
な伸びが期待できない一方、BS 多チャンネル時代の到来や CS チャンネルの再編等によって、
広告・有料を問わず、放送事業者間の競争は激しさを増すと予想されています。こうした難局
を乗り切る ため、日本テレビ、BS 日本及びシーエス日本の 3 社は、それぞれの強みを生かし
た総合的なメディア戦略を構築するための方策についてかねてより検討を重ね、その結果、日










図 43 日テレ 直近 10 年間の業績推移 
 
  出所：当社有価証券報告書より筆者作成（2002 年 3 月期を 100 とし数値化） 
 












売上高 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
テレビ放送*1 289,809 277,977 267,903 262,369 247,009 225,941 292,706 300,424
　内スポット 148,699 141,828 138,219 136,981 133,266 112,840 105,926 108,858
　内スポット 120,137 113,619 108,305 105,572 93,395 92,585 103,337 104,530





文化事業 62,103 62,474 69,411 73,999 71,168 66,293
その他事業 13,717 15,082 14,536 15,145 16,546 12,993 2,661 2,618
合計 357,614 346,642 343,651 342,188 324,563 296,933 297,894 305,460
営業利益 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
テレビ放送*1 25,339 36,007 33,842 27,655 21,583 29,513 29,861 30,533
不動産賃貸事業 1,832 1,787
文化事業 7,097 5,184 8,193 6,292 3,200 4,226
その他事業 2,356 2,356 1,323 2,339 1,390 1,303 -23 -71
合計 34,792 28,551 30,344 23,076 12,214 23,562 31,670 32,249
営業利益率 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
テレビ放送*1 8.7% 13.0% 12.6% 10.5% 8.7% 13.1% 10.2% 10.2%
不動産賃貸事業 25.2% 24.5%
文化事業 11.4% 8.3% 56.4% 8.5% 4.5% 6.4%
その他事業 17.2% 15.6% 9.1% 15.4% 8.4% 10.0% -0.9% -2.7%
合計 9.7% 8.2% 8.8% 6.7% 3.8% 7.9% 10.6% 10.6%
資産規模 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
純資産 366,645 398,017 411,994 407,668 400,417 416,366 427,496 446,038
































本民間放送連盟でも、1957 年 2 月に電波管理審議会へ意見書を提出していた。  
こうした中「チャンネル争奪」が起こった。NHK 教育テレビジョン以外に、民間に 2 波（総









表 31 1957 年 11 月の設立時株主 
 
出所：テレ朝（2009）より筆者作成 




進み、1973 年 12 月に朝日新聞、毎日新聞、読売新聞の３社間で、それぞれが
保有する日テレ・TBS 株の譲渡・交換を行うことが発表された。これにより、
朝日新聞がテレビ朝日、毎日新聞が TBS、読売新聞が日テレの主要株主となっ
た。また、1974 年 5 月には朝日新聞と日本経済新聞との間で、テレ朝と東京 12
チャンネル（現テレビ東京、以下テレ東）に関する株式譲渡交渉も纏まった。  
 
（３） 1996 年 3 月および 1997 年 3 月 





による CS 放送のプラットフォーム「J スカイ B」の設立206がある。ソフトバン
クとニューズは、テレ朝から J スカイ B へのコンテンツ供給を目論んだが、テ
レ朝の主要株主である朝日新聞が反発した。1997 年 3 月に、朝日新聞は SNCM
を買収することで、同社が所有するテレ朝株全株を買い取った。  
                                                                                                                                                          
ワーク形成に動いていた。 
205 ソフトバンクプレスリリース「株式会社旺文社とのマルチメディア事業ならびにインター
ネット事業に関する提携について」（1996 年 6 月 20 日） 
206 ソフトバンクプレスリリース「ジェイ・スカイ・ビー株式会社設立について」（1996 年 12







表 32 テレ朝 1996 年 3 月末（下表左）・1997 年 3 月末（下表右）の株主構成一覧 
 
出所：テレ朝（2009）より筆者作成 
（４） 2001 年 3 月：東京証券取引所第一部へ上場（2000 年 10 月 3 日）した期 




（５） 2012 年 3 月 
2008 年 6 月 6 日付207でテレビ朝日と朝日新聞による新たな提携の枠組みが合
意された。両社事業のシナジー追及等を行うとともに、朝日新聞による一方的






                                                   
207 テレビ朝日プレスリリース「テレビ朝日、朝日新聞社による新しい提携枠組み合意および
朝日新聞社株式取得について」（2008 年 6 月 6 日） 
【資本金12億円】 【資本金12億円】
①株主名 持株数 所有割合 ②株主名 持株数 所有割合
旺文社メディア 5,136 21.4% 朝日新聞 8,195 34.1%
東映 3,582 14.9% ソフトバンク・ニューズ・コープ・メディア 5,136 21.4%
朝日新聞社 2,400 10.0% 東映 5,022 20.9%
桑田弘一郎 2,100 8.8% 小学館 1,500 6.3%
小学館 1,500 6.3% 大日本印刷 1,140 4.8%
伊藤邦男 1,395 5.8% 九州朝日放送 1,000 4.2%
北海道テレビ 1,200 5.0% 講談社 400 1.7%























制の中心を司ることとなり、1965 年 3 月の臨時株主総会において 4 社共通の主力銀行
より迎え入れたものである。 
同氏が急逝後、5 代目から 12 代目までは筆頭株主である朝日新聞社出身者を社長に
迎えた。現任で 13 代目の早河社長は、当社設立来初のテレビ朝日出身のプロパー社長
である。 














1･3 赤尾好夫 旺文社 1957.10～1960.11
2 大川博 東映 1960.11～1964.11
4 山内直元 住友銀行 1965.3～1970.3
5 横田武夫 朝日新聞社 1970.4～1974.11
6 高野信 朝日新聞社 1974.11～1981.6
7 中川英造 朝日新聞社 1981.6～1983.6
8 田代喜久雄 朝日新聞社 1983.6～1989.6
9 桑田弘一郎 朝日新聞社 1989.6～1993.6
10 伊藤邦男 朝日新聞社 1993.6～1999.6
11 広瀬道貞 朝日新聞社 1999.6～2005.6
12 君和田正夫 朝日新聞社 2005.6～2009.6






















いた東京 12 チャンネル（現テレビ東京）の経営悪化も受け、1973 年 10 月に郵
政省は「テレビジョン放送用周波数割当計画の一部修正」 209を決定した。これ
により、教育専門局としての役割を終え、総合番組局となった。  




















クが出来た。その後、1967 年以降の UHF 局の大量開局方針を受け、朝日新聞
との連携のもと、その新局運営に際しては営業、技術、CM 運行等の社員を派
遣する等の支援を行った。こうした積み重ねの下、1968 年 9 月に北海道テレビ
との協定を締結し、北海道から福岡までの基幹地域のネットワークが出来た 211。 
そして、第 2 項（２）に既述の通り、1974 年に在京キー局と新聞資本の関係
が整理されたことを受け、大阪地区のネット関係と新聞資本関係の整理が課題
となった。大阪では NET と毎日放送（MBS）、TBS と朝日放送（ABC）がネッ
ト関係にあった。それぞれの社名の通り、MBS は毎日新聞、ABC は朝日新聞
が主要株主である。新聞資本の観点からするとこのネット関係はねじれたもの
であり「腸捻転」と言われた。しかし、時期を経て脚注 186 に記載した ABC が
NET に対してネット協定締結の条件として提示していた課題も解決に向かい、
1974 年 11 月に TBS・MBS、NET・ABC でネットワークを締結した212。 
                                                   
210 朝日新聞は既述の通りテレビ事業に消極的だったが、1963 年頃から積極的姿勢に転換した。
同年１月の常務会で、以下の事項を決定した。①日本教育テレビ（NET）を朝日の名前をつけ
たキー局とする、②TBS とクロスネットの大阪の朝日放送（ABC）を NET のネットに切り替
える、③日テレと NET とのクロスネットの名古屋テレビ（NBN）を NET のネットに切り替え
る、④フジと NET のクロスネットの福岡の九州朝日放送（KBC）を NET のネットに切り替え





前フジテレビ系列だった KBC へフジよりネット解消の申出があった。これを受け KBC へ朝日
新聞が働きかけ、NET 系列に入ることが決まった。同時期に、大阪の毎日放送との間で業務協
定が結ばれ、名古屋の NBN ともネットワーク関係を深めた。  
211 その後、1970 年 1 月に 14 局によるニュースネットワーク（ANN）が発足した。 
212 最終的に現在の 26 局ネットになるのは、1996 年 10 月の岩手朝日テレビの開局を以て、と
 125 
（２） 関係会社の設立 











（1980 年 9 月に関連会社化、のちに連結子会社化）。1971 年 10 月には当社、東
急エージェンシー、日立製作所、朝日イブニングニュースと 4 社共同で日本ケ
ーブルテレビジョン（JCTV）を設立した。以降、1982 年 8 月の放送技術社を皮
切りに技術系子会社、1985 年 3 月にテレビ朝日リビング等を設立した。 
 
（３） 認定放送持株会社制度 
 当社は 2012 年 12 月現在、在京キー局の中で、唯一「認定放送持株会社制度」





                                                                                                                                                          
いうことになる。 





214 日刊合同通信（2012 年 11 月 8 日） 
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第６項 業績推移 



















売上高 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
テレビ放送事業 215,302 220,907 221,438 220,481 213,875 198,724 204,284 207,368
　内タイム 91,717 93,932 95,444 95,474 96,129 84,043 84,103 83,787
　内スポット 98,359 100,825 99,373 97,916 86,026 82,487 87,598 90,429
番組販売 11,871 11,878 11,987 12,227 12,195 12,021 11,977 12,276
その他 13,353 14,270 14,633 14,862 19,525 20,171 20,605 20,875
音楽出版事業 9,122 10,938 9,348 9,697 9,565 6,664 7,134 9,534
その他事業 24,492 25,856 29,156 32,123 33,873 34,049 33,028 33,017
合計 242,036 249,383 251,124 252,746 247,192 230,236 235,398 239,845
営業利益 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
テレビ放送事業 9,901 12,912 10,417 5,704 -1,959 3,276 5,858 7,111
音楽出版事業 2,279 3,263 1,889 1,763 1,541 664 1,074 1,660
その他事業 1,478 1,001 1,472 1,705 2,477 3,307 2,963 1,801
合計 13,606 17,075 13,677 9,976 2,015 7,216 9,851 10,462
営業利益率 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
テレビ放送事業 4.6% 5.8% 4.7% 2.6% -0.9% 1.6% 2.9% 3.4%
音楽出版事業 25.0% 29.8% 20.2% 18.2% 16.1% 10.0% 15.1% 17.4%
その他事業 6.0% 3.9% 5.0% 5.3% 7.3% 9.7% 9.0% 5.5%
合計 5.6% 6.8% 5.4% 3.9% 0.8% 3.1% 4.2% 4.4%
資産規模 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
純資産 222,782 232,967 233,156 245,441 236,150 239,895 242,863 248,531

















「TBS50 年史」資料編217（2002）（以下 TBS50 年史）によれば、資本金は 150
百万円。当時の上位 10 社の株主は以下の図の通りである。筆頭株主は、朝日・
毎日・読賣の新聞３社並列で、以下金融機関が並んでいる。 
表 37 TBS 1951 年 5 月期の設立時株主の上位 10 社 
 
出所：TBS50 年史（2002）より筆者作成 
                                                   
215 詳細は本章第４節テレビ朝日ご参照。  
216 有価証券報告書（2012）。 
217 東京放送（2002）「TBS50 年史」資料編。 
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（２） 1957 年 3 月期：テレビ放送開始時 
TBS50 年史によれば、テレビ放送を開始した 1956 年 3 月期の資本金は 750 百
万円。テレビ放送開始翌期の 1957 年３月期末の株主は以下の表の通りである。
筆頭株主は大手証券会社に変わり、設立時筆頭の新聞社は 2 番手となっている。 




（３） 1960 年 10 月：東京証券取引所第一部への上場前後 
1960 年 10 月に上場した。その時点での株主構成は入手出来なかったのだが、
TBS50 年史に掲載されているその前後の株主構成を記載する。1959 年 9 月期は
1957 年 3 月期と比べて、所有割合の数値が若干変わっているが、銘柄はほぼ不
変。上場後の 1964 年は信託銀行が上位株主に顔を見せるようになった。なお、
朝日新聞と読売新聞は 1974 年の腸捻転解消まで、当社株主であった。 
表 39 TBS 1959 年 9 月期（下表左）および 1964 年 3 月期（下表右） 
 
出所：TBS50 年史より筆者作成 
株主名① 所有割合 株主名② 所有割合
野村証券 7.08% 三井信託銀行 6.13%
日興証券 3.76% 東洋信託銀行 5.03%
大和証券 3.15% 三菱信託銀行 4.16%
朝日新聞社 3.00% 電通 3.46%
毎日新聞社 3.00% 原為雄（毎日新聞社） 2.98%
山一證券 2.86% 大和銀行東京支店 2.92%
電通 2.40% 朝日新聞社 2.88%
読売新聞社 2.40% 住友信託銀行東京支店 2.43%
明治生命保険 2.13% 安田信託銀行 2.33%
第一生命保険 2.00% 山岡重孝（読売新聞社） 2.30%
八幡製鉄 1.80%
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（４） 2000 年 3 月期：分社化 
 詳細後述するが一部の制作部門およびラジオ部門を分社化する直前の株主構
成である。上位株主から新聞社が姿を消し、電通以外は金融機関が占めている。 
表 40 TBS 2000 年 3 月期の株主構成 
 
出所：TBS50 年史より筆者作成 
（５） 2006 年 3 月期：楽天による当社株式買収後 
2005 年 10 月 13 日に楽天が同社子会社を通じて TBS の発行済株式のうち
15.45%を購入した旨、発表した。同日付のプレスリリースによれば218、楽天
は TBS に対し新たな持株会社の設立を提案している。その後、楽天の 10 月
29 日付プレスリリースによれば、TBS 株式を 19.09%まで買い増した219。 
表 41 TBS 2006 年 3 月期の株主構成 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
                                                   
218 TBS プレスリリース「楽天（株）の当社株式大量取得について」（2005 年 10 月 13 日） 
楽天プレスリリース「株式会社東京放送に対する共同持株会社化を通じた統合の申し入れと  
当社による同社普通株式の取得について」  
219 11 月 30 日付両社連名のリリースによれば、①「放送とインターネットの連携」を実現する
ために真摯に協議・検討を開始するものとし、そのための「業務提携委員会」を発足させる、
②楽天は「共同持株会社設立による経営統合」の提案については一旦取り下げる、③協議期間



























（６） 2012 年 3 月期：楽天から株式買取後 
2009 年 4 月 1 日付で認定放送持株会社制へ移行したことを受け、それに反対
する楽天より TBS に対し、5 月 1 日付で同社保有の TBS 株式の買取請求がなさ
れた。それを受け TBS は楽天へ 7 月 31 日付で 400 億円を仮払いした後220、2010
年 3 月 5 日付で東京地方裁判所（以下東京地裁）より 1 株当たりの価格が 1,294
円と決定されたことから、3 月 25 日付で残金 88 億 7,528 万 5,800 円の支払いがな
された。その後、算定株価に不満を持つ楽天が TBS を相手取り最高裁まで争った
が、東京地裁が決定した 1,294 円が覆ることはなく、2011 年 4 月 20 日付で金額が
確定した。 








任させた。2 代目社長は、その鹿倉吉次が就任した。以降 3 代は、TBS プロパーでは
ないが、設立時から関わった人物である。６代目の濱口は新卒で報知新聞に入社する
ものの数年で TBS に転職して来た経歴を持つ。以降の社長は、TBS プロパーである。 
                                                   
220 会社法は、株主から買い取り請求を受けた会社が株式の代金に加え年 6％の利息を株主に支
払うと定めている。両社は 5 月に東京地裁へ買取価格の決定を申し立てているが、係争が長引





























たことと、2009 年 4 月に認定放送持株会社制へ移行したことである。 
（１） 系列局との関係 











状況だった222。1956 年 11 月に日テレ・当社・大阪・名古屋の４局で「番組交
流に関する４社協定」（以下協定）が締結され、受け局の自由でネットワークが
形成されることとなった（選択ネット方式）。以降、1957 年 4 月開局の北海道
放送、1958 年３月に福岡の RKB 毎日放送が開局し、随時協定に参加した。現
在のキー局を頂点とした「ネットワーク協定」とは、全く異なるものである。 
 その後、1959 年４月の皇太子妃ご成婚のパレード中継を機に報道に関するネ




（２） 1957 年：ラジオからテレビへ 
 テレビ放送開始から約３年後となる 1957 年上期に、テレビ収入（8 億 9,519
万円）がラジオ収入（8 億 3,617 万円）を抜いた。テレビ放送開始後の業務拡大
に合わせ、組織整備と人員確保が課題となった。1958 年 4 月に編成局がテレビ
とラジオの 2 局に分かれ、それぞれに必要な業務に関わる部門が設置された。 
 





                                                   
222 東京・名古屋・大阪を結ぶマイクロ回線は１線しかなく、大阪テレビと中部日本放送は、
その回線を用いて同一番組をネットせざるを得なかった。  
223 日テレが 13 局、TBS が 17 局とネットして放送した。 





表 44 TBS 1960 年代の多角化の歴史 
 
出所：TBS（2002）より筆者作成 
表 45 TBS 借入金・債務保証推移 
 
出所：TBS（2002）より筆者作成 
（４） 2000 年３月の分社化 
認定放送持株会社制度が認可される前に、分社化を行った（但し後述するよ















の番組制作等の業務を TBS から受託する分社としてスタートした。TBS ニュー






















2009 年 4 月 1 日付で認定放送持株会社制度へ移行した。 
 総務省に対する行政文書開示請求で入手した認定放送持株会社認定申請書を
見ると、申請対象会社の子会社に地上系放送事業者として TBS テレビ、TBS ラ








れを下回る水準で推移している。なお、2009 年 4 月の認定放送持株会社制度の導
入後の業績は、売上・利益共に放送事業の落ち込みを他の事業（不動産）でカバー
する形態になっている。特に不動産は、従前より所有していた敷地を再開発して
2008 年 2 月に「赤坂サカス」を開業し、大型賃貸オフィスや商業施設から安定的
な賃料収入を得て、業績を下支えしている。 
図 47 TBS 直近 10 年間の業績推移 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成（2001 年 3 月期を 100 とし数値化） 














表 48 TBS 資産状況 
 
出所：当社有価証券報告書より筆者作成 
売上高 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
放送事業 258,374 259,417 262,762 255,462 233,278 201,271 196,860 203,935
タイム・番組制作 120,499 130,167 127,697 120,512 96,905 86,553 85,415
スポット 103,019 103,048 98,205 85,895 75,651 82,160 83,540
ラジオタイム 6,114 6,179 5,952
ラジオスポット 2,380 2,393 2,442
テレビその他/BS 11,708 11,648 11,528 11,437
映像・文化事業 53,181 55,712 121,717 133,616 129,562 127,324
不動産事業 2,512 2,545 2,475 3,816 17,245 16,369 16,331 15,277
その他事業 40,845 44,078 281 184 65 4
合計 301,731 306,041 318,700 315,175 372,306 351,262 342,754 346,538
営業利益 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
放送事業 15,689 10,153 15,905 12,265 -1,507 -10,375 -2,166 600
映像・文化事業 8,637 7,912 12,103 6,080 2,681 5,144
不動産事業 623 623 695 424 7,770 7,543 7,185 6,421
その他事業 6,198 5,639 84 80 77 50
合計 22,510 16,404 25,327 20,624 18,457 3,343 7,705 12,162
営業利益率 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
放送事業 6.1% 3.9% 6.1% 4.8% -0.6% -5.2% -1.1% 0.3%
映像・文化事業 16.2% 14.2% 9.9% 4.6% 2.1% 4.0%
不動産事業 24.8% 24.5% 28.1% 11.1% 45.1% 46.1% 44.0% 42.0%
その他事業 15.2% 12.8% 29.9% 43.5% 118.5% 1250.0%
合計 7.5% 5.4% 7.9% 6.5% 5.0% 1.0% 2.2% 3.5%
資産規模 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
純資産 324,724 378,026 385,298 360,376 342,231 357,076 344,658 322,597
総資産 506,125 555,271 567,722 537,211 556,780 627,683 593,023 555,159
純資産（TBSHD単体） 329,421 321,601 282,832








1964 年 4 月に教育専門局として放送を開始した、財団法人日本科学技術振興財団（以
下財団）によるテレビ事業を前身とする。番組の内容は、科学技術教育番組 60%、一
般教養番組 15%、教養・報道番組 25%であり、教育番組は財団の授業を CM 無しで放
送していたこともあり慢性的な赤字が続く。 
かかる中、1968 年 7 月に同財団の番組の制作と販売を目的として東京十二チャンネ
ルプロダクション（以下プロダクション）が設立され、1969 年 11 月に同社へ日本経済
新聞社が財界の要請を受けて出資した。その後、1973 年 10 月にプロダクションを東京
十二チャンネルに商号変更後、財団よりテレビ事業を譲受し、11 月より総合放送局へ
転換した。以降、社長は、日本経済新聞社より派遣されている。系列局は、北海道、
東京、名古屋、大阪、岡山・香川、福岡の 6 局ネットである。 













                                                   
225 2011 年 8 月 3 日付当社プレスリリース「2011 中期経営計画計数目標について」によれば、
地上波放送事業の放送収入を番組コンテンツ力の向上と視聴率を回復させることために、番組
 139 
図 49 テレ東 直近 10 年間の業績推移 
 
出典：当社有価証券報告書より筆者作成（2001 年 3 月期を 100 とし数値化） 
                                                                                                                                                          
制作費を増加させることから 2012 年度は一時的に 8 億円の営業赤字となるが、2013 年度は
黒字転換し 10 億円の営業黒字となる計画、と発表している。結果は、2012 年 3 月期の当社有
価証券報告書によれば、地上波放送事業の売上高は 91,249 百万円（前期比△686 百万円）、営業



























































































































































2012 年 12 月現在で認定放送持株会社制度へ移行済の企業は FMH（2008 年 10 月）・
TBS（2009 年 4 月）・テレビ東京（2010 年 10 月）・日本テレビ（2012 年 10 月）の４
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・ 日テレ、テレ東等関東広域局へは 10％以下 
・ 北海道、東北、近畿のテレビ局などは 33％以下 
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フジ・メディア HD がフジテレビに加えて TBS テレビを買収するのは、今は省
令で禁止されている。これを解禁するためには省令の条文を変更すればいいの
だが、そのためには、政権与党の判断をいただくこととなる。規模の利益は確
かにおっしゃるとおりなのだが、テレビ局は「マスメディア」であるため、合
併によって、「言論の多角化が阻害される」懸念を議論しなけばならない。ただ、
現状、系列を飛び越えた合併のニーズが全くないため、議論すらない状況。あ
えて言うと、ネットの価値がこれまで以上に向上し、テレビのメディア価値が
大きく衰退するなどの状況変化があれば、議論が始まるのかもしれない。 
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